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２０２４（令和６）年度 学校法人池坊学園 事業報告 

 

 

はじめに． 

 2024 年度は学園として最後の 1 年次生を迎える年となった。前年後半期に学生募集停止

を発表したにも拘らず、本学教職員・学園関係者の奮闘により、112 名の新入生が入学し、

年度当初の在籍者は 242 名となった。補助金における収容定員充足率等の関係もあり、2024

年度からは、入学定員を 250 名から 150 名へ、収容定員数を 500 名から 300 名へと減数し

て対応した。 

2024 年度事業計画の柱は以下の 3点であった。 

 

（１）2024 年度生及び現有の在学生の全てを 2026 年 3 月末で卒業あるいは新たな進路を

切り拓くための大学運営（教学、財政） 

（２）短期大学を閉校するまでの財政基盤の構築（学生の教育環境の維持・教職員の人件

費・研究費の確保） 

（３）学生の教育保証ができる教職員体制の維持 

 

教学においてはきめ細やかな指導を行うことにより、一人ひとりの学生が満足して卒業

し、社会で活躍できる教育成果を獲得できるよう全教職員が一丸となって取り組んだ一年

であった。2025 年 3 月には、2年次生 119 名が卒業し、新たな進路に向かって旅立った。 

一方、財政的には、学生数減に伴い授業料収入、補助金が減少し、施設設備の経年劣化へ

の対策費用も増加し、全体として収入の大幅な減少により年度後半においては、銀行から５

千万円の借り入れを行った。 

2025 年度は、借入金を主たる財源とした学園運営となる見通しであるが、2026 年 3 月に

全ての学生の卒業および進路の開拓を確実にするため、学生の教育を保証するとともに教

職員の生活を守り、現在の教職員体制を堅持していく。 

 また、2024 年 8 月に一般財団法人池坊文化・芸術財団が設立された。本学の受け皿とし

ての「公益財団法人」に向けた取り組みに全面的に協力し、今後の「閉校～解散」までの計

画を明確にしていく。 
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１ 法人の概要 

（１）設置する学校の名称および入学定員 

 ・池坊短期大学（入学定員総数 150 名、収容定員総数 300 名） 

文化芸術学科（入学定員 0 名、収容定員 0 名）募集停止   

環境文化学科（入学定員 100 名、収容定員 200 名） 

    いけばな・花デザインコース 

    ブライダルプランナーコース 

    医療クラークコース 

製菓クリエイトコース 

    トータルビューティーコース 

    国際経営情報コース 

幼児保育学科（入学定員 50 名、収容定員 100 名） 

 ・池坊文化学院（入学定員総数 130 名、収容定員総数 200 名） 休校中 

 

 （２）役員・評議員（2025 年 3 月 31 日現在） 

   【役員】 理事長 池坊 美佳  【評議員】  池坊 美佳  桶谷 守 

        学長  桶谷 守          岡山 栄雄  土屋 郁剛  

常務理事 田中 康雄         大島 利郎  星野 美由紀 

        理事  松井 邦子         優谷 省子   城野 眞理子 

        理事  土屋 郁剛         西原 芙美香  松井 邦子    

        理事  岡山 栄雄         森川 佳代    伊東 光子  

         理事  小林 章博         林 俊之    上野 絵理子 

        理事  波頭 亮          村田 久美子 前田 正美 

         理事  加賀 裕郎         山本 光代   森田 信子 

        監事  小林 一郎         亀田 晃巌    小林 章博 

        監事  平岡 彰信         波頭 亮      加賀 裕郎 

中永 健史 

                         

 （３）教職員の概要（2025 年 3 月 31 日現在） 

     池坊短期大学   学長  桶谷 守 

     池坊文化学院   学院長 土屋 郁剛 

      

     法人職員    1 名 

     短期大学教員  文化芸術学科   1 名 

             環境文化学科  15 名 

             幼児保育学科   6 名   計 22 名 

     短期大学職員              計 15 名  合計 38 名 
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２．学園の基本方針 

2024 年度の事業計画の重要事項の第一は、2024 年度入学生を含めた全ての在学生の教育

を保証し、卒業はもちろん新たな進路を切り拓くために全教職員が一致団結してこれに取

組むことにあった。このため全学組織として学生支援センターの下に学長を責任者とする

「学び支援担当」を設置し、一人ひとりの学習状況を把握するという本学だからできるきめ

細かな指導を教職員が協力して進めてきている。これを 2025 年度も継続して実施し、2026

年 3 月に全ての学生の進路を確実なものとすることを目指す。 

第二には、財政基盤の構築である。既に本学は、2024 年度後半より銀行からの借り入れを

しなければならない状況にある。2025 年度も運営資金の 60％以上が借り入れによる資金と

なる見通しであるが、閉校まで教職員が引き続き安心して働くことのできる条件を確保し、

教学体制、事務体制を維持しなければならない。それと同時に借入金の返済についても早急

に目途をつけて進めていかなければならない。 

2024 年度は、「募集停止」という厳しい状況の中で、学生の教育保証および学生への支援

サービスについては、学園の重要な基本方針として位置づけ当初計画を遂行することがで

きた。 

 

３．２０２４年度の主な事業内容 

（１）2024 年度生及び現有の在学生の全てを 2026 年 3 月末で卒業あるいは新たな進路 

を切り開くための教育保証 

①教育の保証 

 ２０２４年度は、２学年揃っての最後の教学指導となる中で、全学生に対する教育の質保

証に万全を期して取り組んだ。昨年再構築したカリキュラムを基に現教員体制で、きめ細や

かに学生対応を行い、充実した教育指導が図れた。また、保護者との連携も図りながら、個々

の学生の実態に応じた的確な進路実現に応えうる取組を行うことができた。 

 

②教学と学生支援 

 ２０２５年度最後の卒業生にふさわしい学生の育成に向けて、最終年度につなぐことを

意識しながら、授業や学校行事の充実に取り組んだ。すべての在学生が確実な教育成果を獲

得し、自信と誇りをもって社会で活躍できることをめざして、全教職員が共通理解のもと使

命感をもって教育実践につとめた。こうした教育実践を中軸にして、「学生支援センター」

による、担任、コース・学科、カウンセリングルームが一体となって本学ならではのきめ細

かい学生支援を実践することができた。 
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③キャリア支援 

就職市場は「売り手市場」とされ、求職者に有利な状況が続いているが、本学の学生が希

望する業界は中途採用や非正規雇用が中心となり、市場全体の動向とは異なる状況となっ

ている。また、学生やその父母等は正規雇用を強く望みながらも、進路選択への意欲や行動

力が不足しているケースが少なくない。この課題に対応するため、本学では個別カウンセリ

ングを軸にした指導を徹底し、学生一人ひとりの強みや課題に応じた具体的なアプローチ

により自立心や社会性を育むことで、在学時および卒業後に自主的にキャリア活動を進め

られるような支援を継続した。その結果として、就職率は 94.0％を達成した。尚、卒業後 3

年サポートについては、今後の課題である。 

 

（２）寄附行為の全面的変更とガバナンス改革 

 2023 年 5 月に私立学校法が改正された。その趣旨は、「私立学校が社会の信頼を得て、一

層発展していくため、社会の要請に応え得る実効性のあるガバナンス改革を推進するため

の制度改正」であった。この改正に基づき、本学も以下のような「学校法人池坊学園寄附行

為」の改正を文部科学省に変更認可申請し、2024 年 8 月に認可された。 

今次寄附行為改正の最大の変更点は、①理事と評議員の兼職禁止、②理事選任機関を評議

員会とする、③会計監査人による会計監査を制度化、④代表業務執行理事、業務執行理事の

選定である。特に評議員会の権限、役割を格段に強化している。 

本学において、この改正後の「寄附行為」を運用するのは１年～２年程度の期間となる可

能性はあるが、今後の学園の展開とも関わり大変重要な時期であり、「内部統制システム整

備の基本方針」と併せて私学法改正の主旨に沿ったガバナンス改革を推進する。 

 

（３）短期大学を閉校するまでの財政基盤の構築（学生の教育環境の維持・教職員の人件費・

研究費の確保） 

ここ十数年継続して入学定員が充足しないことにより、資金残高は右肩下りとなってい

る。最後の入学生を迎えた 2024 年度においても 1・2 年次生の在籍学生数の減少（2023：

266 名 ⇒ 2024：242 名）にともなう授業料収入および国からの経常費補助金の減少が学

園財政の逼迫を招き、資金ショートを回避するため、三井住友銀行より 5,000 万円の借り入

れを行った。これにより学生の教育環境の維持・教職員の人件費・研究費の確保をすること

ができた。2025 年度においては在学生が 2 年次生だけとなり、授業料収入が激減するとと

もに補助金がカットされる状況において運営資金の 6 割強を借入金によって賄うことにな

る。借入金の返済計画を明確にするとともにより一層の支出削減を図り、無駄のない効率的

な財政運営を進める。 
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（４）学生の教育保証ができる教職員体制の維持 

  2026 年 3 月の閉校まで、学生の教育保証ができる教職員体制の構築は、本学にとって最

重要課題の一つである。2025 年度で閉校となる状況の中、年度内において 10 名が退職する

ことになった。このような状況ではあったが、残る教職員の協力と奮闘により、2025 年カ

リキュラムの維持や事務体制の確保も一定の目途をつけることができた。2026 年 3 月の最

後までこの体制を堅持し、学生の教育の質を担保できるよう教職員が団結して取り組んで

いきたい。 

 

（５）研究 

 本学の「池坊文化学会」は、教員・学生を含めた交流の場として研究大会や研究誌「池坊

文化研究」を発行している。2024 年度は、同誌第 7 号（2025.3.5）を発行することができ

た。閉校までこの活動の継続を図る。華道文化研究所の活動については、「池坊文化・芸術

財団」への継承も視野に組織を維持する。 

 

（６）教職員の再就職支援 

教職員の再就職支援について 2024 年度は下記のような支援策を実施した。 

  ①産業雇用安定センターによる説明会および登録開始（2025 年 4 月から受付） 

  ②「就職活動支援費」（2025 年度一人最大 5万円）の設定 

  ③学長を中心とした就職支援活動 

   ＊引き続き常任理事会を中心にして就職支援策等を検討。  

 

（７）「一般財団法人池坊文化・芸術財団」の設立とエクステンション事業の移管 

2024 年 8 月に「一般財団法人池坊文化・芸術財団」が設立された。今後の学校法人解散

後の受け皿となる「公益財団法人」に向けた主要な事業として、本学の「エクステンション

講座」を事業化することが想定されており、2025 年度内に財団への移行を実施し、当面、

財団と本学との共催事業として運営をおこなう。 

 

（８）施設設備等の計画について 

2024 年度は、周辺地域への影響も考慮し、高圧受電設備の更新を約 2,000 万円の経費で

実施した。これ以外にも建物や空調機等の設備においても経年劣化による雨漏れや故障等

が発生しており、限られた予算の中、学生の教育に支障が無いよう重点化して取り組んでい

る。 

 

以上 

 


